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１ ガバメントAIワークスペース
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・デジタル庁、内閣人事局、総務省行政管理局による共同プロジェクト
・共通システム化されていない府省共通業務から課題を発掘。省力化につながるツールを開発し各府省に提供
・ツール開発にとどまらず、制度面・業務面での見直しにも取り組む

課題発掘

内閣人事局
行政管理局

プロトタイプ開発

デジタル庁
行政管理局

各府省への提供

デジタル庁
行政管理局

ユーザーテスト

行政管理局

業務フローを整理し、
プロトタイプを開発

若手職員等から課題を聴取し
対象業務を選定

プロトタイプを
実際の業務で活用し改善

省力化効果が認められる
AI業務システム等を
各府省に提供

AI・システム等を活用した府省共通業務の省力化（ガバメント AIワークスペース）

「各府省庁業務の省力化に向けた
課題発掘ワークショップ」

デジタル庁等が内製開発
（AI活用についても検討）

一部可能なものについては
実際の業務で試行

令和９年度以降の各府省への提供
に向けた準備

制度的な課題については制度官庁の協力を得てルール等を含めた見直しを実施

※生成AIが作成したイラストを使用
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【現状】 【改善イメージ】

出席者との日程調整は

メールにエクセルを添付して、

双方の予定が変わる度に

やり取りが必要

日程調整をメールを使わずに行い、各府省側でも転記作業等が不要に

日程調整以外についても負担の大きい業務について順次対応予定

会議日程が確定するまでの間、

幅広い日程で

会議室を仮押さえするため

職員が電話等で直接調整

する機会も多い

また、会議直前は座席表等の

ロジ資料の微調整が必要
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定期区間重複を検知

カード残額を監視

不正利用を検知

ICカード残額・利用状況をシステムがリアルタイムで自動管理

【改善イメージ】

定期区間情報をシステムが保持し、AIが自動で突合チェック

【現状】

申請書や証拠書類を

人間の目で見て

定期券区間との重複を

チェック

不正利用・誤用がないことを

証明するために

毎回券売機から履歴情報を

紙で出して提出



２ 情報公開法AIアプリ
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AIのハルシネーションを制御するための工夫

【改善イメージ】

情報公開に関する法令、解釈、通知・答申等を読み込ませたQAアプリを内製開発

【現状】

行政機関の職員であれば

従事する可能性があるが、

対応頻度には差があり

必ずしも全員が制度や実務に

精通しているわけではない

情報公開・個人情報保護審査会

の過去の答申（約20年分）を

踏まえて対応したいが

約20,000ファイルあり、

全てを読み込むには手間がかかる

回答根拠の明示 正確性を高めるためのデータ整備・プロンプト調整



ユーザーテストによる回答精度の向上（例）

問 A３判より大きな文書はどのように開示すればよいか？

参照した資料の中から、質問に直接お答えできる明確
な記載を見つけることはできませんでした。ただし、
大判の文書に関連する手続きに関して、次の重要な点
に留意することが適当です。

まず、大判文書の保存においては、行政機関が保有す
るスキャナでは読み込むことができない場合、文書を
分割して記録媒体に複写する方法があります。この
際、開示手数料は原本の文書の枚数を基準に計算され
ます [2][5]。

また、部分開示に関しては、不開示部分が分からない
ように適切に被覆を行う必要があります。具体的に
は、文書をスキャナで読み取り、電磁的記録をつく
り、不開示部分は被覆を施して交付します。この方法
により、復元や判読が防げます [10][7]。

これらの手続きに従うことにより、適切な情報公開が
実施されることが期待されます。

正確性 ３
分かりやすさ ３

大判の文書や図画の開示、および電子的な開示を実施する際には、 特定の運用手順と手数料の算定
方法に留意する必要があります。

行政機関が保有するスキャナでは読み込むことのできない大判の文書または図画については、 分割
して読み取り、記録媒体に複写して開示することが適当 です。この場合、開示実施 手数料は、分割
した枚数ではなく、原本の文書または図画の枚数を基準として積算 する必要があります [7]。

また、電子的に開示しようとする行政文書が紙の文書であるときは、不開示とする部分に墨塗り処
理を行い、これをスキャナで読み取って電磁的記録（ PDFファイルなど）とし、当該電磁的記録を
開示します [1]。墨塗り処理を行った後は、当該部分が判読できる状態になっていないか目視で確
認することが重要です [1]。文書または図画の写しを電子的に交付する方法は、請求者からの申出
に応じて行われますが、これは「文書または図画の保存に支障を生ずるおそれがなく、かつ、行政
機関がその保有する処理装置およびプログラムにより当該文書または図画の開示を実施することが
できる場合」に限られます [2]。ここでいう「文書または図画の保存に支障を生ずるおそれ」と
は、原本の傷みが激しく、スキャナによる読み取りが文書または図画の保存に支障を与える場合な
どを想定しており、その有無は各行政機関の長が判断することとされています [2]。さらに、「行
政機関がその保有する処理装置およびプログラムにより当該文書または図画の開示を実施すること
ができる場合」とは、行政機関が通常の業務に使用するために保有しているカラーコピー機やス
キャナを使用することにより、開示の実施をすることができる場合を想定しています [2]。

開示実施手数料の算定に関しては、開示決定通知書に手数料を記載する必要があるため、その 積算
内訳として対象となる文書または図画の枚数および読み取った電磁的記録を複写する記録媒体の枚
数を記載することとなります [7]。このうち記録媒体の枚数については、文書または図画 1枚当たり
の標準的な情報量を基に算出して記載することになりますが、この場合には、記録媒体の所要枚数
が異なることにより開示実施手数料が変動することがあるため、あらかじめ連絡を求める旨の注意
書きを付記することが必要です [7]。

正確性 ５
分かりやすさ ５ 8

AIアプリ
出力結果

ユーザー
テストの
評価点

質問

（ 2025年11月時点の回答） （ 2026年１月時点の回答）

・データベースの構成の変更
・データ読み込みの優先順位を
明確化するプロンプトの調整
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①

①

② ②

③

④

③

④ コピー＆
ペースト

紙の状態をそのまま PDF化したもの
（情報公開に係る審査会答申の概要をまとめた表）

左の資料を機械が読む順序

機械可読性が低い状態の例



３ データの機械可読性の確保に向けた取組



・データ整形にかかるコストを減らし、AI・データ利活用を推進するため、行政データの機械可読性を担保するルールを整備
（データ利活用制度の在り方に関する基本方針（令和７年６月13日閣議決定）、人工知能基本計画（令和７年12月23日閣議決定）等）

・国の行政機関が今後作成するテーブルデータ（オープンデータ）を対象
・各府省の取組を促すに際し、３段階の水準を設定して順次取組

当面の予定
３月 各府省庁DX推進連絡会議・デジタル社会推進会議幹事会決定
４月～ 各府省において運用開始

■行政データにおける機械判読性に関するルール（ ポイント ）
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機械可読性チェックツール （ 「人間による確認」 →「機械による確認」へ。内製開発し、各府省に提供中 ）

チェック対象ファイル

チェック結果画面
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アプリのトップ画面



【参考】情報公開法施行状況調査における機械可読性ルールへの対応

■「１セル１データ」等、レベル１のルールを充足するよう、結果表だけでなく、調査票段階から様式を見直し。

○　延長手続を採らなかった事案に係るもので、30日以内に開示決定等がされなかったもの（資料３）

行政機関名 件数 超過日数 超過した主な理由（○）、再発防止策（⇒）

○○庁 6 3～15

【○○に関する文書】
○・・・・・・
⇒・・・・・

超過日数 超過日数

行政機関名 件数（件） 最小（日） 最大（日） 超過した主な理由（○）、再発防止策（⇒）

○○庁 6 3 15

【○○に関する文書】
○・・・・・・
⇒・・・・・

【調査票】
２　開示決定等の状況

　(1)　調査日現在、処理中の事案のうち、開示決定等の期限を超過しているもの

①　延長手続を採らなかった事案に係るもので、30日を超過しているもの

件数 超過日数 件名（【】）、超過した主な理由（○）、再発防止策（⇒）

6 3～15

【○○に関する文書】
○・・・・・・
⇒・・・・・

最小 最大

1 3 15

【○○に関する文書】
○・・・・・・
⇒・・・・・

件数
超過日数

件名（【】）、超過した主な理由（○）、再発防止策（⇒）

【結果表】

■結果表について、表の視認性が低下する場合には、従来の表と機械可読ルールに対応した表の双方を掲載。

【従来の表（印刷閲覧用）】 【機械可読対応（セル結合の解除）】
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参考資料



課長

補佐

係長 採用難

係員 採用難

各府省の原課
業務時間のポートフォリオ（イメージ）

内部管理・マネジメント 政策立案・実施

分析、資料作成、議論、
調整、広報

会議ロジ、調査、
データ準備、連絡、

照会対応

人事・予算・文書管理、
コンプラ

個人の
庶務手続

before

after

AIやシステムに親和的な業務プロセスの再設計

政策形成能力向上省力化で生まれた時間を
政策形成に充てる

業務の省力化や政策立案の高度化に資する AI・データの活用方策のイメージ

AIエージェント

AIエージェント

政策ダッシュボードを活用した政策立案・オペレーションの改善機械可読性が高いデータの整備
今後、公務を含む全ての
業界で採用が難しくなる
ことから、 AIやシステム
を活用し、人手に頼らな
い業務運営の在り方を検
討する必要。

令和7年12月24日
デジタル行財政改革会議資料
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ユーザーテストを経て、効果が確認されたものを各府省に提供予定。

（会議運営、近距離交通費精算業務などを対象とする予定）
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令和８年４月20日
デジタル行財政改革会議資料


